
人口減少の下での自治体経営

～寛容と官民共創の地域づくり～

 

2025年６月
仙台経済同友会



ダイアログの特徴

 心理的安全性が確保された場（肩書きを外して）
 熱量ある有志
 まじめに建設的な対話を行う

（出所）SCHOLAR CONSULT



１．現状





２．西川町の政策の柱

➊ 寛容な地域づくり



都道府県“寛容性”ランキング
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出典「地方創生のファクターX 寛容と幸福の地方論（LIFULL HOME’S総研）」



出典「地方創生の希望格差 寛容と幸福の地方論Part3（LIFULL HOME’S総研）」

都道府県“地域の希望”ランキング



“寛容性”と“地域の希望”の関係性

寛容性

政治・行政
関心・信頼

ロールモデルの
存在

地域の固有性

ひとの動き

まちの動き

社会の動き

地域の希望

シビックプライド

地域への
コミットメント

挑戦意欲

定住意向

出典「地方創生の希望格差 寛容と幸福の地方論Part3（LIFULL HOME’S総研）」

寛容性から幸福度へ向かう因果の影響度（数値省略）



“地域の希望”と人口増減率の相関関係

低い← 地域への希望 →高い
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地区を超えて、世代を超えてごちゃまぜ交流促進



全世帯へのタブレット配布

目 的

❶ 災害時における情報伝達の確率と位置情報の把握
➋ 平時における情報伝達の確立
➌ 町内外、地域を超えた活動を紹介による相互理解を深め、

人口増加に向けた寛容性の高い地域をつくる
➍ 事業のニーズベースの徹底 アンケートを通じて効率的に

町民の考えを把握し政策に反映
➎ 地域循環するための仕組みづくりを進める基盤とする

機 能

情報配信（J-Alert対応）
アンケート機能（安否確認が可能）
AIガッさん（町民用AIチャットボット）

私たちが
頑張りました!

黒田補佐 松田主事 デジタル推進員の皆さん



全世帯へのタブレット配布

物価高騰の影響を受ける町民の生活支援を目的に、その対策のひとつとして、
必要とされた全世帯に配備した「つながるくん」を通じた物価高騰対策事業を
展開!

西川町独自の物価高騰対策!

職員負担

100時間

紙の商品券
90％弱 95.2%

県交付金
2,500円

県交付金
2,500円

デジ田
2,500円

他自治体 西川町

西川町のみ上乗せ!

10時間

使用率
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西川町の社会増減の推移

91

48

78

97

114

94

154

125 126

114 114

128

△ 90

△ 60

△ 30

0

0

60

120

180

R元 R2 R3 R4 R5 R6

転
入
出
数
（
人
）

社
会
動
態
（
転
入
ー
転
出
）
（
人
）

転入者 転出者

±０人

20代以下
33.3%

30代
17.5%

40代
8.8%

その他
22.8%

※令和６年度移住者

n=94

移住者の年齢層



２．西川町の政策の柱

➋ EBPM



新地方創生交付金
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新しい地方経済・生活環境創生交付金

R7当初内訳

・第２世代交付金

R6補正内訳

・第２世代交付金

・デジタル実装型

・地域防災緊急整備型

・地域産業構造転換インフラ
整備推進型

新しい地方経済・生活環境創生交付金（旧方交付金含む）の予算推移



当初・補正

補正

補正 補正

新しい地方経済・生活環境創生交付金の概要



－背景・概要に関する留意点－

□ データに基づく根拠がない
• 課題として記載されているが、なぜそれが課題なのかデータに基づいた根拠が

なく、「と思われる。」といった、推測をもとに記載されている。課題は「なぜこの
事業をやる必要があるか」という事業のそもそもの根拠となるものであり、しっか
りとした課題設定がされている必要がある。

□ 課題と事業内容の因果関係が不明瞭
• 何が課題で、その要因は何で、それを解決するためにはこの事業を行うと

いうことを論理立てて記載する必要がある。実施する事業が、なぜ課題の
解決に資するかという分析がなく、将来像と課題、実施しようとしている
事業との因果関係が不明瞭となっている事業が多い。（例えば「海外展
開のためにはある程度の生産量を確保することが課題」としていながら、事業
内容は展示会出展となっているなど。）

交付金活用にあたっての留意事項（デジ田資料から引用）



データと対話を大切する行政



対話は、年間70回以上



１．町政運営の前提となる方針

➊ 情報共有でき、まとめる能力のある職員

➋ 何事も積極的な職員

➌ 財源確保と目的達成を意識して事業遂行できる

➍ 事務能力の長けた職員

➎ 共感を呼べる（巻き込める）職員

❻ 町民との対話に積極的な職員

❼ 外の人も大事にする職員

人事面での戦略の徹底 課長補佐への昇格のポイント



➊対話によるニーズ把握 （地域課題の解像度高く）
➋町民の巻き込み （持続可能性・実効性↑）



町総合計画も、公募町民80名と職員40名で！



➌関係人口・企業の巻き込み （関係人口）



➍補助金研究会と補助申請 （財源確保）



2023.5.28
山形県カヌー協会総会資料➍補助金研究会と補助申請 （財源確保）



➎ 実 行 （資金循環）





新地方創生交付金の採択額ランキング（西川町調べ）

採択額市町村名順位

1,067,174北海道北竜町1

977,154福岡県福智町2

808,009群馬県みどり市3

772,877山形県西川町4

771,396北海道ニセコ町5

709,950熊本県水上村6

689,478宮城県仙台市7

663,752静岡県静岡市8

658,795三重県伊勢市9

655,717富山県入善町10

採択額市町村名順位

772,877山形県西川町1

689,478宮城県仙台市2

634,279福島県石川町3

429,940青森県五戸町4

400,092岩手県八幡平市5

382,719山形県⾧井市6

314,707山形県鶴岡市7

284,250宮城県丸森町8

258,368山形県朝日町9

229,323山形県山形市10

採択額市町村名順位

772,877西川町1

382,719⾧井市2

314,707鶴岡市3

258,368朝日町4

229,323山形市5

221,059大蔵村6

107,605上山市7

88,537米沢市8

81,841寒河江市9

79,772白鷹町10

全市町村 東北地方 山形県内４位 / 1,453団体 １位 / 164団体 １位 / 35団体

※各項目の団体数（分母）は、新地方創生交付金の採択団体（都道府県除く）のみ

単位:千円 単位:千円 単位:千円



国もEBPMを推進





全世帯1800世帯へのタブレット配布

目 的

❶ 災害時における情報伝達の確率と位置情報の把握
➋ 平時における情報伝達の確立
➌ 町内外、地域を超えた活動を紹介による相互理解を深め、

人口増加に向けた寛容性の高い地域をつくる
➍ 事業のニーズベースの徹底 アンケートを通じて効率的に

町民の考えを把握し政策に反映
➎ 地域循環するための仕組みづくりを進める基盤とする

機 能

情報配信（J-Alert対応）
アンケート機能（安否確認が可能）
AIガッさん（町民用AIチャットボット）

私たちが
頑張りました!

黒田補佐 松田主事 デジタル推進員の皆さん







町民限定の教育ローン「帰ってきてけローン」

◎奨学金より事務負担減、若者とのつながり ▲財源確保

◎奨学金・教育ローン選択、Ｕターン者軽減

◎信用リスク軽減、地域活性化

○教育にかかる費用を支援するため、町民限定の教育ローン「帰ってきてけローン」を発売。
○在学中に返済した利子は、１年ごとに補助金としてお支払い。卒業後は、西川町に居住・就業していること等を条件に、

返済した元金・利子を１年ごとに補助金としてお支払い。原則10年の居住・就業で、元本・利子全額を補助する。

西川町

町 民

金融機関

制度創設以降 17名が活用!（11/1時点）



建設業

建設業 複合サービス

複合サービス



町の稼ぎ頭!建設業への支援

除雪作業員を安定的に確保へ 西川町が覚書を締結
2024年２月28日 NHKニュース

また、ことし４月から労働時間の規制が強化され、建設業界で人手不足が懸念されていることから、
町から委託されて除雪作業を行う建設会社には、雪のシーズンに公共工事が集中しないよう柔軟
な発注を行うことも交わされました。

西川町建設クラブの遠藤会⾧は「働き方改革が進む中、建設会社にとっては労働力の確保が難し
くなっている。除雪作業や公共工事について柔軟に対応してもらうのはありがたい」と話していました。

締結式には、西川町の菅野大志町⾧と、町内７つの建設業者で
作る団体「西川町建設クラブ」の遠藤博良会⾧が出席しました。

覚書には、降雪の状況に左右されず除雪作業員を安定的に確
保しようと、暖冬による雪不足でも町が除雪業者に最低限の補
償を行うことが盛り込まれています。

出典: https://www3.nhk.or.jp/lnews/yamagata/20240228/6020019859.html



働き方改革の推進、工期の柔軟化

国補助金なし
過疎債なし

国補助金あり
過疎債あり

○前年度発注（債務負担行為）

○12月発注、翌年夏・秋完成
○暖冬対策（冬期間工事）

○当初予算で対応
○工期はできるだけ柔軟に



若 者

富裕者

温泉ガストロノミー 【２回/年×５年】

どこでもサウナ【永久】 AI謎解き 【１本/年×５年】

デジタル住民票NFT 【４回/年発行×５年】

メタバース観光 【１本/年×５年】

小学・保育まるごと留学 【2回×5年】

Sea to Summit 【１回×5年】

リ

ア

ル

仮
想
空
間
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リッチ層と若者が重なる領域

西川町のターゲット（若者・リッチ層）を関係人口への取込策



高齢者支援等かせぐ基金の創設

支 出収 入

500万円
いきいきお茶のみ会開催補助
・開催支援（１万円/月→最大３万円/月）
・立ち上げ支援（初年度100万円、２年目50万円）

706万円
デジタル住民票や講演、
命名権等のNFT

110万円帯状疱疹ワクチン接種補助157万円行政視察料

110万円在宅介護応援
・支給額増（３万円→５万円）930万円

トレーラーサウナ等
行政財産の売却

1,073万円今後使用予定額
オムツ支援強化、病院支援 等

1,793万円合計1,793万円合計

※令和７年３月末時点



西川町の財政運営



R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

R4年度町財源
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特別交付税

ふるさと納税

西川町 当初予算額の推移



0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

2

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

河北町

大江町

寒河江市

朝日町

西川町

R元年度比

約1.86倍

令和元年度当初予算と比べた伸び率
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骨太の方針2024（2024.6）



現 実

仮 想

デジタル住民票 1,000円×1,000枚

温泉無料、買い物割引

町長とオンライン対話、西川メタバース参加



中間支援組織 ＳＩＢ

ソーシャルインパクトボンド



西川町「自治体共創ファンド」ＳＩＢの具体的な組成・推進体制



ふるさと納税は 西川町へ
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